
（注1）開業率･･･対前年度事業所数に対する新たに設置された事業所の割合

（注2）付加価値額･･･生産活動によって新たに生み出された価値（製造品出荷額－原材料費等）

従業者1人当たり付加価値額は､平成28年以降
増加傾向にあるものの､全国平均よりも低くなっ
ています｡

1事業所当たり製造品出荷額等は､平成24年以
降増加傾向にあるものの､全国平均よりも低く
なっています｡

企業誘致･新たな産業用地の確保に向けた取
組により､令和2年の工場立地件数の全国順位
は8位となっています｡

平成27年の県民1人当たり小売業年間商品販
売額は､平成25年と比べて約14万円増加しまし
たが､全国平均よりも低くなっています｡

Ⅰ　栄える「都」をつくる

１．地域経済活性化

１．現状分析

【担当部局等】
産業・観光・雇用振興部

令和元年の開業率は4.0%と減少しましたが､全
国的にも減少傾向にあり､奈良県は全国平均と
ほぼ同様の推移を見せています｡
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雇用保険事業年報
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(年)

(%) 開業率
(注1)
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(40位)
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(33位)
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工業統計調査(経済産業省)

経済ｾﾝｻｽ活動調査(総務省)

(年)

(百万円) 1事業所当たり製造品出荷額等
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(30位)
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(29位)
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(万円) 従業者1人当たり付加価値額 (注2)

898
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(46位)
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(年)

(千円) 県民1人当たり小売業年間商品販売額

56.2

52.1

43.5

46.1

30.4

工場立地件数

㉓ 19位→② 8位

開業率

㉓ 11位→① 19位

1事業所当たり

製造品出荷額等

㉓ 40位→㉚ 33位

従業者1人当たり

付加価値額

㉓ 30位→㉚ 29位

県民1人当たり

小売業年間

商品販売額

㉓ 46位→㉗ 47位
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(注)目標値に対する実績値の割合を記載しています。

の4年間
R1~R4

120

目標値

の2年間
R1~R2

60

実績値

(2017)

(1)､(2)
産業･観光･雇用振興部
企業立地推進課長
奈良 英彦

坊 1.地域経済活性化

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ
(1) 工場誘致
(2) 工業ｿﾞｰﾝの創出

目指す姿
令和元年から令和4年の4年間で120件の工場を新たに
誘致します｡

(件)
▲ 6

↘38 32 ↘
▲ 4
(件)

28

基準値

年目
の4年間

50.0%

8

2

直近の指標の動き

進
捗
状
況

5

R2年R1年H30年

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

奈良県の工場立地件数は､令和元年は32件(全国
8位)､令和2年は28件(全国8位)の誘致を実現しま
した｡令和元年から令和4年の累計目標値120件の
うち､進捗率は50%となっています｡

指
標

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により､全国的に工場
立地件数が減少する中､従前からのﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰの実
施に加え､固定資産投資に対する補助金の交付等､
全国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの充実した支援制度を備え積極的な誘
致活動を行った結果､全国8位の立地件数となり､昨
年に引き続き､全国でも上位に位置しています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

工場立地件数(件)

4
H27~H30

129

進捗率
（傾向）

企業立地の潜在能力が高いと思われる京奈和自
動車道や西名阪自動車道周辺の候補地につい
て､産業用地の創出に取り組む市町村を支援する
ため､産業用地の創出を目指す地区への企業立
地ﾆｰｽﾞ調査を行いました(令和2年11月~令和3年3
月)｡

6

(2019)

9

(2018)

指標の動き関係する指標

9

5 ↗
1

市町村

↘

主な取組

産業用地創出に取り
組む市町村数(市町
村)

新たな産業用地の
確保に向けたﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの推進

(2020)

企業立地促進補助
金等優遇制度の充
実

企業立地補助金の活
用件数(件)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

7

R1年度

11

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

(2019)

県が直接､産業用地を造成､分譲する｢御所ｲﾝﾀｰﾁｪﾝ
ｼﾞ周辺産業集積地形成事業｣では､地権者の皆様等
のご協力により､用地買収が完了し､産業集積地の
用地が確定しました(令和2年9月)｡

→
0

市町村

↗
2
件

2
↗

市町村

↘
▲ 2
件

▲ 2
件

H30年度

25 

57 

91 

129 

32 

60 

120 

25
(16位)

32
(12位)

34
(11位)

38
(11位)

32
(8位) 28

(8位)
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工場立地件数

累計 新規
工場立地動向調査

(経済産業省)より作成

(年)

(件)(件)

R1~R4 累計

()は全国順位

H27~H30 累計

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組

(注)
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直近の指標の動き

R2年

※令和2年の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

県内産業の基盤強化と新規産業の創出を図るため､
製造業者に対して研究開発推進への支援に取り組
んでいます｡具体的には､補助要件を満たす企業に
対し､3年間で補助上限額が1億円/件(補助率:2/3)の
補助をしています｡

↗
8
回

▲ 19
↘
回

2
回 (2020)

H29年 H30年 R1年
(2017)

製造品出荷額等(億円)

↗
(億円)

(2018)

進捗率
（傾向）

県内事業者に対して､創業から事業承継までの経
営支援､国内外への販路開拓による産業育成支
援､また､漢方のﾒｯｶ推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる関連産業
の育成等に取り組んでいます｡

29

(2019)

指標の動き関係する指標

19 ↗

進
捗
状
況

27

H30年H29年H28年

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

平成28年まで製造品出荷額等は伸び悩んでいま
したが､近年増加傾向にあり､平成30年には2兆
1,733億円まで伸びました｡

指
標

企業立地の取組を強化した結果､付加価値額の向上
や､製造品出荷額等の増加につながりました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

(億円)
2,724

↗18,193 20,917 ↗
816

(億円)

21,733

基準値

経済産業振興大綱
の推進

10

主な取組

県内企業訪問数(回)

(3)
産業･観光･雇用振興部
産業政策課長
福留 隆二

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (3) 奈良県版ｸﾗｽﾀｰ型産業集積の形成

目指す姿
主要産業の出荷額を大きく伸ばし､製造品出荷額等を4
年間で10%以上増を目標にします｡

(2014)
H26年

18,969

の4年間
R1→R5

10％
以上増

目標値

(2018)
H30年

21,733

実績値

2,764

18,969 

(36位）
18,451 

(37位)
18,193 

(37位)

20,917 

(36位)

21,733 

(36位)

目標

4年間で

10%増

305 
313 

302 

319 

332 
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290

310

330

350

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1～R5

（目標）

製造品出荷額等

工業統計調査(経済産業省)

経済ｾﾝｻｽ活動調査(総務省)

(年)

全国(兆円)奈良県(億円)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(注)ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ･･･創業間もない企業に対し、不足するﾘｿｰｽ（低賃料ｽﾍﾟｰｽやｿﾌﾄ支援ｻｰﾋﾞｽ等）を提供し、その成長を促進
　　　　　　　　　　　　　　　 させることを目的とした施設

(2019)

163

(2020)件
H29年度

創業系融資
制度融資創業支援資
金利用件数(件)

-

(2019)

↗
41

25.9

179

新たな企業･事業
所の創出

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ(注)
の入居率(%)

起業支援金の補助

(2018)

(2017)

79

R1年度

(2020)

R2年度

6.5

件

-
-
-

↗
1.9

ﾎﾟｲﾝﾄ

↘
▲ 16

件

▲ 1
↘
件

↗
0.9

ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
59 R2年度H30年度

-

R1年度

R1年度

↗
ﾎﾟｲﾝﾄ

H30年度

(2020)

27.8

-

R2年度

18.5

-

H29年度

指標の動き関係する指標主な取組

奈良県起業家支援事
業の支援数(件)

年目

順位を１
下げました

- -
-
-

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

近年､開業率は全国的に緩やかな上昇傾向で推
移していましたが､平成30年度から低下傾向となっ
ており､奈良県も同様の傾向にあります｡また､令
和元年度の全国順位は19位と平成30年度から､
順位を4つ下げており､基準値からも順位を1つ下
げています｡

指
標

奈良県の開業率は低下傾向にありますが､全国的に
見ても同様の傾向にあり､奈良県は全国平均とほぼ
同じ動きを見せています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

開業率(%)

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 0.8

進捗率
（傾向）

2

5

直近の指標の動き

10

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 1.3

↘5.6 4.3 ↘
▲ 0.3
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

4.0

基準値

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

-

R1年度H30年度H29年度

(4)
産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ
創業･経営支援部長
河合 正都

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (4) 起業支援

目指す姿
｢小売業｣､｢飲食業｣､｢宿泊業｣の起業を増やし､令和6年
度までに開業率を10位以内にします｡

(2014)
H26年度

(2024)
R6年度

全国
10位以内

目標値

(2019)
R1年度

実績値

(19位)
4.0

↘
↘

(18位)
4.8

創業期の起業家に対して､安価な賃貸ｽﾍﾟｰｽの提
供や,経営面でのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを行うﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ
施設の運営に加え､令和元年度からは新たに起業
する者に対して､創業に係る費用の補助を行う事
業を実施するなど､起業しやすい環境作りに取り組
んでいます｡

(2017)

3

(2019)

19.4

(2018)

138

進
捗
状
況

4.9
5.2

5.6 5.6

4.4 4.2

4.8

(18位)
4.7

(17位)

5.5

(16位)

5.6

(13位)

4.3

(15位)

4.0

(19位)

目標

全国10位以内

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R6

（目標）

開業率

雇用保険事業年報(厚生労働省)

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(2019)

-
-
-

↗
17
件

3
↗
件

↗
26
件

21
件

H30年度

(2020)

企業との共同研究
推進

産業振興総合ｾﾝﾀｰ
が実施する受託･共同
研究数[累計](件)

-

R2年度

H30年度

R1年度

94

R1年度

47

-

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

進捗率
（傾向）

機能性食品に関する研究､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合材料の研
究､太陽電池の効率化の研究など第1期中期研究
開発方針の研究成果を企業との共同研究に繋げ
てきました｡令和3年度からは第2期中期研究開発
方針のもと､ｾﾝﾀｰによる先導的研究と企業ﾆｰｽﾞに
よる研究の両面から共同研究を進めます｡

7

(2019)

73

(2018)

指標の動き関係する指標

111

- ↗
4
件

↗

主な取組

制度融資の利用企業
数[累計](件)

研究開発のための
県制度融資による
金融支援

66.7%

10

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

3

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度は､中期研究開発方針に係る6件の共
同研究を実施したため､実績値は30件となりまし
た｡進捗率は66.7%となり､令和5年度の目標値へ向
かって順調に進捗しています｡

指
標

平成28年度からの第1期中期研究開発方針に基づく
取組の結果､研究課題の進捗に伴って､令和2年度は
機能性食品に関する研究や新しいﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合材
料の研究等の6件の共同研究を行うなど､企業との連
携も進んでいることが要因となっています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

中期研究開発方針に基づく 共同研究件数[累計](件)

↗
(件)
24

7

(2017)

(5)
産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ
産業技術研究部長
澤島 秀成

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ
(5) 県産業振興総合ｾﾝﾀｰによる県内産業への研究支
援強化

目指す姿
令和5年度までに中期研究開発方針に基づく企業との
共同研究件数(H28~累計)を42件にします｡

(件)
6

↗18 24 ↗
6

(件)

30

基準値

年目
(2016)

H28年度
(2023)
R5年度

42

目標値

(2020)
R2年度

30

実績値

6
(方針策定)

6
12

18
24

30

42

0

10

20

30

40

50

H28 H29 H30 R1 R2 R5

（目標）

中期研究開発方針に基づく

共同研究件数[累計]

産業振興総合ｾﾝﾀｰ調べ

(年度)

(件)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(2014)
H26年度

42

(2020)
R2年度

220

目標値

(2020)
R2年度

243

実績値

6

-

(6)
産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ所長
大西 勇

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (6) 県産品の海外販路､国内販路の拡大

目指す姿
令和2年度までに企業等の販路拡大支援件数を年間
220件にします｡

(件)
75

↗189 264 ↘
▲ 21
(件)

243

基準値

年目

112.9%

57

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

-

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度は､令和元年度より支援件数が減少し
ましたが､引き続き目標値を達成しました｡

指
標

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大の影響により､東京での
商談会や海外でのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動が実施できないな
ど､支援事業の縮小を余儀なくされたため､令和元年
度より支援件数は減少しましたが､ｺﾛﾅ禍においても
着実に支援活動を実施したことから､目標値を達成し
ました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

企業等の販路拡大支援件数(件)

↗
(件)
201

進捗率
（傾向）

首都圏における､展示会への出展やPRｲﾍﾞﾝﾄの実
施､また東京常駐職員による販路拡大ｻﾎﾟｰﾄを行
うなど､支援体制の強化･充実を図ってきました｡

-

77

(2019)

-

-

-

-

指標の動き関係する指標

(2019)

15

(2020)

-

0

- -
-
-

-

主な取組

ｼﾞｪﾄﾛ商談会､ﾐｯｼｮﾝ
派遣支援者数(人)

ｼﾞｪﾄﾛ奈良貿易情
報ｾﾝﾀｰとの一層の
連携

(2020)

海外への販路拡大
支援

海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動
参加支援企業数(社)

-

R2年度

R2年度-

-

R1年度

R1年度
-
-

28

38

R1年度

-

-

(2020)

R2年度

-

-
首都圏等への販路
拡大支援

首都圏販路拡大支援
企業数(社)

-

(2019)

-

-
-
-

↘
▲ 28

社

↘
▲ 23

社

▲ 20
↘
人

-
-
-

-
-

-
-

-

-

42 53
72

102

189

264
243

0

50

100

150

200

250

300

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

企業等の販路拡大支援件数

産業振興総合ｾﾝﾀｰ､豊かな食と農の振興課､奈良の木ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ課調べ

(年度)

(件)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(注)ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ･･･自社の商品やｻｰﾋﾞｽを消費者に販売するにあたり、その販売方法や価格設定を戦略的に設定するための
　　　　　　　　　　　　　　 活動や計画、管理のこと。

基準値

年目
(2006)

H18年度
(2024)
R6年度

全国
40位以内

目標値

(2015)
H27年度

実績値

23,208↗22,775
(47位)↘(46位)

(千円)
433

進捗率
（傾向）

18

19,674

(7)
産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ
創業･経営支援部長
河合 正都

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (7) 商業振興･商店街活性化

目指す姿
令和6年度までに従業者1人当たり年間商品販売額を
全国40位以内にします｡

進
捗
状
況

-

H27年度H25年度H23年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

平成27年度の全国順位は平成18年度に比べて1
つ下がっているものの､従業者1人当たり年間商品
販売額については平成23年度以降上昇傾向にあ
ります｡

指
標

魅力ある店舗づくりを目指す県内事業者の創意工夫
や､外国人観光客の増加に伴うｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要増等が
要因であると考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

従業者1人当たり年間商品販売額(千円)

指標の動き関係する指標

(千円)
736

↗ 20,410 ↗
2,798

主な取組

勉強会参加人数(人)
ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ(注)
勉強会等の開催

(2020)

順位を1
下げました

197

(2019)

7

(2018)

115

9

直近の指標の動き

(千円)

23,208

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

-

2

- -
-
-

↗
(2019)

R2年度
(2020)

R2年度

1
件

H30年度
(2017)

空き店舗利用箇所数
(件)

- -

R1年度

8

R1年度

9

-

H29年度

空き店舗活用の実証実験を通して活用の仕組み
づくりに取り組み流動化を図っています｡その結果
空き店舗での創業の動きも出てきています｡

小売業者の店舗運営や製造業者の小売展開につな
げる勉強会などの支援を通して､商業力を高めること
に取り組み､製造業者が新規出店する等､新規顧客
獲得に繋がる等の成果が出ています｡

-
-
-

↘
▲ 6
件

▲ 82
↘
人

↘
▲ 2
件

駅前商店街空き店
舗活用

49,366

42,791 41,214

50,157

22,775

(46位)
19,674

(47位)

20,410

(47位)

23,208

(47位)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H18 H23 H25 H27 R6

（目標）

従業者1人当たり年間商品販売額

商業統計調査(経済産業省)

経済ｾﾝｻｽ活動調査(総務省)

(年度)

(千円)

目標

全国40位以内

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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↗
8
回

▲ 19
↘
回

H29年度 H30年度 R1年度
(2017)

R2年度
(2018)

令和2年度は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により､
経済を取り巻く環境が大きく変化したため､その影
響をふまえた奈良県経済産業振興大綱の策定を
検討しました｡

29

(2019)

指標の動き関係する指標

19 ↗
2
回

主な取組

県内企業訪問数(回)

(2020)

10

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

27

H30年度H29年度H28年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

平成29年度の県内総生産(名目)は3.70兆円でした
が､平成30年度は3.72兆円と増加しており､近年､
上昇傾向にあります｡また進捗率は48.6%であり､目
標に向けて順調に進捗しています｡

指
標

企業誘致活動の展開､首都圏や海外への販路開拓
等に取り組んだことで､投資(工場立地)､雇用(有効求
人倍率)に高い動きが見られており､県内総生産の増
加につながっています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

県内総生産(名目)(兆円)

↗
(兆円)

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(兆円)

基準値 目標値実績値

(8)
産業･観光･雇用振興部
産業政策課長
福留 隆二

坊 1.地域経済活性化 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (8) 奈良県経済産業振興大綱の策定

目指す姿
令和6年度までに県内総生産(名目)を3兆9,000億円にし
ます｡

進捗率
（傾向）

経済産業振興大綱
の推進

48.6%

年目
(2013)

H25年度

3.55

(2024)
R6年度

3.90

(2018)
H30年度

3.72

0.17
11

0.05

↗3.65 3.70 ↗
0.02

(兆円)

3.72

3.55

(38位)

3.57

(38位)

3.58

(38位)

3.65

(39位)

3.70

(38位)

3.72

3.90

507

518

533
537

548 548

470

490

510

530

550

570

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

4.2

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R6

（目標）

県内総生産(名目)

県民経済計算(奈良県)

国民経済計算(内閣府)

(年度)

全国(兆円)奈良県(兆円)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】小規模企業の成長発展
促進施策の強化(3,k) 
･研究開発の選択と集中(3,4,j)

･研究に係る補助や融資の推進(13,j) 
【重要課題】経営資源の有効活用に
よる経営の効率化(10,11,k) 
【重要課題】中小企業の事業承継支
援(10,h,k) 
･他地域に比べｱｸｾｽ及び雇用確保
に有利な地域の産業用地の確保
(8,12,i)

【重要課題】支援制度等を活用しつ
つ､対象を絞った効果的な企業立地
促進施策･活動を実施(1,2,d,e) 
･地域のﾆｰｽﾞに即した共同研究の推
進(3,4,5,b,f) 
･企業の新商品･新ｻｰﾋﾞｽの開発支
援の強化(3,4,b,f) 
･奈良の文化的･歴史的な資源を活
用した漢方ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進(6,7,b) 
･奈良の地域資源等を活用した新商
品･ｻｰﾋﾞｽ等の開発への支援(7,b,f)

【重要課題】立地ﾆｰｽﾞの高い地域に
おける工場用地の確保､都市計画
見直しにより創出した工業系用途地
域等による用地不足への対応
(8,a,d,e) 
【重要課題】首都圏･海外への販路
開拓の強化(10,11,g) 
【重要課題】OEM､下請けから自社ﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ･高付加価値化への経営体質
の転換(10,b,f) 
･地域における産学官連携の推進や
技術人材育成への支援､集積企業
間の連携等､企業にとって奈良に立
地し操業を続ける魅力を向上
(9,13,f,g) 
･用地情報の収集力向上のため､幅
広い情報収集活動の展開(8,9,d) 
･国の創業支援対策を活用しながら､
県内での創業者を支援(12,c)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

１．地域経済活性化

(1) 工場誘致
(2) 工業ｿﾞｰﾝの創出
(3) 奈良県版ｸﾗｽﾀｰ型産業
集積の形成
(4) 起業支援
(5) 県産業振興総合ｾﾝﾀｰに
よる県内産業への研究支援
強化
(6) 県産品の海外販路､国内
販路の拡大
(7) 商業振興･商店街活性化
(8) 奈良県経済産業振興大
綱の策定

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.東大阪市､八尾市等大阪北東部の
工場集積地域に近い
2.企業立地促進補助金等の優遇制
度の充実
3.地域の需要等を捉え適時に自由
な発想による対応が可能で､独自の
商品･ｻｰﾋﾞｽを有する小規模企業が
多い
4.高い技術を備えたﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ企業の
存在
5.地場の特色を活かした製造業(食
料品､繊維､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等)の存在
6.本県由来の生薬があり､漢方･生薬
製剤について文化的･歴史的に関わ
りが深い
7.歴史的資源や自然景観等の観光
資源が豊富

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

h.人口減少による国内需要の減
少
i.首都圏への人口集中
j.研究や製品開発におけるﾎﾞｰﾀﾞﾚ
ｽな競争の激化

k.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大によ
る消費低迷

8.大規模立地を可能とするまとまっ
た工業用地や企業ﾆｰｽﾞの高い地域
(平野部のIC付近)での工業用地が
ほとんどない
9.産学官及び行政間における情報
共有等が不十分
10.下請け企業が多いことから､ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ力が弱く､自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞや独自の
販路を持つ企業が少ない
11.海外や首都圏の市場に目を向け
る企業が少ない傾向にあり､域際収
支(移輸出額-移輸入額)はﾏｲﾅｽと
なっている
12.県内における起業数は十分とは
いえない
13.研究開発に投資できる資源(資
金､人材など)が少ない

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する追い風）

g.国による｢新しい生活様式｣の推
進

a.大企業を中心とした景気回復傾
向
b.地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･地域産品､地域社
会ﾆｰｽﾞに対する関心の高まり
c.国における開業率向上の目標
設定及び創業支援対策の充実
d.奈良盆地を南北に縦断する京
奈和自動車の開通により､東西の
名阪国道や南阪奈道路とのﾈｯﾄ
ﾜｰｸが充実､今後､京奈和自動車
の全線開通により､更なる交通利
便性の向上が可能となる
e.多様な経済活動拠点の地方分
散による地域経済活性化を目指
した地方拠点強化税制の整備等､
国による企業立地支援施策の拡
充
f.地域の特色を活かした製品開発
への関心の高まり
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

立地ﾆｰｽﾞの高い地域にお
ける工場用地の確保､都市
計画見直しにより創出した
工業系用途地域等による
用地不足への対応(ﾃｰﾏ
(2))

OEM､下請けから自社ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ･高付加価値化への経営
体質の転換(ﾃｰﾏ(6,7))

県内の製造業者がﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの手法
を用い､BtoC領域でのﾌｧﾝを獲得して
いくための､勉強会･展示会からなる行
政の取組｢奈良ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ開発支援事業｣
がｸﾞｯﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ賞を連続受賞｡継続した
官民協働での産業活性化の取組が評
価され､東京銀座の百貨店での常設
店開業へと繋がり､ｺﾛﾅ禍での営業の
制限などもありましたが､ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを
進めています｡

ｺﾛﾅ禍において､下請けやOEMはますます厳しい
状況にありますが､収束後のﾗｲﾌｽﾀｲﾙや社会の
あり方の転換に備え､県内製造業の業態転換な
ど新たな経営への挑戦を推進していきます｡

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大による廃業ﾘｽｸ要因を抱
えているものの､早期･計画的な事業承継の準備
ができていない事業者がいる場合もあるため､事
業者へのｻﾎﾟｰﾄが効率的に推進され事業承継さ
れるよう引き続き｢奈良県事業承継･引継ぎ支援ｾ
ﾝﾀｰ｣と連携していきます｡

小規模企業の成長発展促
進施策の強化(ﾃｰﾏ(3))

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大による消費
低迷の中､経営向上に向けて日々努
力を続ける小規模企業の活力が最大
限発揮されるよう､商工会議所や｢よろ
ず支援拠点｣等の関係機関と連携し
て､環境整備を図ってきました｡

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止と社会経済活動の
両立を目指しつつ､小規模企業振興基本条例に
基づき､独自の商品やｻｰﾋﾞｽを有する小さくても強
い企業･小さくても永く続く企業の振興を引き続き
推進していきます｡

販路拡大､6次産業化､また新型ｺﾛﾅｳ
ｲﾙｽ感染症の影響など､企業が抱える
課題に対して､よろず支援拠点などの
支援団体と連携を深め､経営改善や経
営の効率化等の相談機能を充実させ
てきました｡

消費低迷や｢新しい生活様式｣による､ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の変化に迫られる中小企業を厚く支援するため､
従来の連携をさらに強化するとともに､奈良県経
営まるごと支援ﾈｯﾄﾜｰｸを活用し､官民協働の課
題解決に取り組みます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

支援制度等を活用しつつ､
対象を絞った効果的な企
業立地促進施策･活動を実
施(ﾃｰﾏ(1))

ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰ等による戦略的な企業誘致
活動を展開｡県内の高規格道路の整
備が充実する中､全国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの補助
金等の支援ﾒﾆｭｰを活用しながら､県内
外企業の誘致に取り組み､2年間で60
件の立地を実現しました｡

引き続きﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰの実施等による戦略的かつ積
極的な誘致活動を行うとともに､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症の影響を受けた企業のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの再構築
や海外生産拠点の国内回帰を検討する企業への
ｱﾌﾟﾛｰﾁや市町村と連携した未利用公有地の活用
など､工場進出の勢いを止めないよう取り組みま
す｡

県内外からの移転､増設等を促進でき
るよう､幅広く用地情報の収集を行って
きましたが､依然として大規模立地を
可能とするまとまった工業用地が不足
している状況です｡

西名阪自動車道大和まほろばｽﾏｰﾄICの全面開
通､郡山下ﾂ道JCTの供用開始及び､京奈和自動
車道大和御所道路の開通等により､県内各地へ
の交通ｱｸｾｽが向上しました｡今後も､さらなる工
場用地の確保のため､用地情報の収集に加え､市
町村が主体となり推進する産業用地の創出につ
いての支援を行うなど､新たな産業用地の創出に
向けた取組を行います｡

首都圏･海外への販路開
拓の強化(ﾃｰﾏ(6))

展示会､商談会等の取組を通して､首
都圏における県内企業の新たな販路
開拓を支援すると共に､平成30年に開
設した日本貿易振興機構(ｼﾞｪﾄﾛ)奈良
貿易ｾﾝﾀｰと連携し､海外展開支援体
制の強化を図ってきました｡

ｺﾛﾅ禍において､展示会､商談会等の取組が制限
される中､｢新しい生活様式｣などの新たな商機を
取り込むため､奈良まほろば館を活用したﾃｽﾄﾏｰ
ｹﾃｨﾝｸﾞや､ﾘｱﾙとｵﾝﾗｲﾝを融合させた新型展示会
などの開催｡また東京常駐職員による販路拡大ｻ
ﾎﾟｰﾄなど､更なる企業の販路拡大を推進していき
ます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

経営資源の有効活用によ
る経営の効率化(ﾃｰﾏ(6,7))

公益財団法人奈良県地域産業振興ｾ
ﾝﾀｰが運営してきた､主に親族内継承
を支援する奈良県事業承継ﾈｯﾄﾜｰｸ
と､奈良商工会議所が運営してきた第
三者による事業引継ぎを支援する奈
良県事業引継ぎｾﾝﾀｰの統合を進め､
令和3年度より､親族内承継と第三者
承継の支援が､奈良商工会議所が運
営する｢奈良県事業承継･引継ぎ支援
ｾﾝﾀｰ｣によりﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化されました｡

中小企業の事業承継支援
(ﾃｰﾏ(3))
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

※は数値が低い方が良くなる指標です。

平成27年の労働力率は全国最下位で､全国と
比べると5.5ﾎﾟｲﾝﾄ低く､全国との差は徐々に大き
くなっています｡

Ⅰ　栄える「都」をつくる

２．働き方改革の推進と就業支援

１．現状分析

【担当部局等】
福祉医療部、産業・観光・雇用振興部

平成27年の県外就業率は28.8%で､全国順位は
これまでの第1位から第2位になりました｡

（注1）就業地別有効求人倍率…求人票に記載されている
実際の就業地別の求人数を用いた有効求人倍率

平成29年の男性長時間労働者の割合(常勤雇
用者､週60時間以上)は､平成19年と比べて4.6ﾎﾟ
ｲﾝﾄ低下し､全国平均とほぼ同水準となりまし
た｡

令和2年の外国人労働者数の対前年比率は
1.08倍で､令和元年の対前年比率1.35倍から下
がりましたが､全国平均は上回り､全国10位の
伸び率となりました｡

令和2年の就業地別有効求人倍率は1.36倍で
令和元年から下がりましたが､全国平均を上回
り､全国順位は14位となりました｡

（注2）労働力率…15歳以上人口のうち、働いている人と完
全失業者の人数を15歳以上人口で割った値

0.65 
1.18 

0.63 

(33位)

1.36 

(14位)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

奈良労働局調べ

(年)

(倍) 就業地別有効求人倍率

(季節調整値･加重平均)

(注1)

8.3 8.8 9.0 

29.3 

(1位)

29.9 

(1位)
28.8 

(2位)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H17 H22 H27

国勢調査(総務省)

(年)

(%) 県外就業率※

1.06 

1.04 
0.86 

(43位)

1.08 

(10位)

0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
1.40
1.60

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

外国人雇用状況(厚生労働省)

(年)

(倍) 外国人労働者数の対前年比率

16.5 15.8
13.3

18.2

(39位)
17.5 13.6

(34位)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H19 H24 H29

就業構造基本調査(総務省)

(年)

(%) 男性長時間労働者の割合

(常勤雇用者､週60時間以上)※

61.5 61.2
60.0

56.4

(47位)
56.0

(47位) 54.5

(47位)50.0

52.0

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

64.0

H17 H22 H27

国勢調査(総務省)

(年)

(%) 労働力率(注2)

56.4

19.7

58.742.8

23.8

就業地別有効求人倍率

(季節調整値･加重平均)

㉓ 33位→② 14位

県外就業率※

⑰ 1位→㉗ 2位

外国人労働者数の

対前年比率

㉓ 43位→② 10位

男性長時間労働者の割合

(常勤雇用者､週60時間以上)※

⑲ 39位→㉙ 34位

労働力率

⑰ 47位→㉗ 47位
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(2019)

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策としてﾘﾓｰﾄﾜｰｸ等の新し
い働き方に取り組む全国の好事例調査を行い､11事
例を好事例としてﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載しました｡

↗
4

事業所

↗
7

事業所

5
↗

事業所

↗
10

事業所
10

事業所
H30年度

(2020)

県内事業所におけ
る働き方改革の取
組支援

専門家派遣によるｺﾝ
ｻﾙﾃｨﾝｸﾞ実施数[累
計](事業所)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

31

R1年度

11

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

進捗率
（傾向）

令和2年10月に働き方改革で成果をあげた事業所
を招いた事例発表ｾﾐﾅｰを開催しました｡また､実
情に即した課題解決の支援のため社会保険労務
士等の専門家を7社に派遣するとともに職場内の
ｷｰﾊﾟｰｿﾝを育成するためのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを3回開催し
ました｡

45

(2019)

21

(2018)

指標の動き関係する指標

38

36 ↗
5

事業所

↗

主な取組

奈良県社員･ｼｬｲﾝ職
場づくり推進起業表
彰数[累計](事業所)

社員･ｼｬｲﾝ職場づ
くりの推進

50.5%

50

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

40

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

｢奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣登録数
(累計)の実績値は､基準値の141社から55事業所
増加し､進捗率は50.5%となりました｡なお､令和元
年度までは登録企業数は増加していましたが､令
和2年度は､7件の新規登録がありましたが､11件
の登録辞退があり､登録数は4事業所減少しまし
た｡

指
標

令和元年度までは､奈良労働局､奈良県社会保険労
務士会と連携してｾﾐﾅｰや説明会において､｢奈良県
社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣の普及活動に努め
ていましたが､令和2年度は､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の
影響により､周知の機会を得られず､新規登録が進ま
ない一方で､3年に1度の更新対応ができず登録辞退
する事業所が増加したことから､登録数が減少となり
ました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

｢奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣
登録数[累計](事業所)

↗
(事業所)

55
8

(2017)

(9)
産業･観光･雇用振興部
雇用政策課長
畑澤 靖子

坊 2.働き方改革の推進と就業支援

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (9) 奈良県版働き方改革､職場環境改善､職業能力開発

目指す姿
令和6年度までに奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企
業登録数を250事業所にします｡

(事業所)
10

↗190 200 ↘
▲ 4

(事業所)

196

基準値

年目
(2016)

H28年度

141

(2024)
R6年度

250

目標値

(2020)
R2年度

196

実績値

18
39

16 10 7

54

141

178
190 200 196

250

0

50

100

150

200

250

300

H28 H29 H30 R1 R2 R3～6

（目標）

｢奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣

登録数[累計]

新規 累計
雇用政策課調べ

(年度)

(事業所)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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（注）令和2年度の全国値は未公表

(2016)
H28年度

94.1

(2024)
R6年度

100

目標値

(2020)
R2年度

86.7

実績値

8

(2016)

(10)
産業･観光･雇用振興部
外国人･人材活用推進室長
畑澤 靖子

坊 2.働き方改革の推進と就業支援 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (10) 県内就業支援･離職者再就職支援

目指す姿
令和6年度までに職業訓練修了者の就職率を100%にし
ます｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 2.8

↘96.3 93.5 ↘
▲ 6.8
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

86.7

基準値

年目

基準値を7.4ポイ
ント下回りました

6

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

7

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の就職率は前年度に比べ6.8ﾎﾟｲﾝﾄ減
少し､86.7%となりました｡なお､令和元年度までは全
国よりも高い就職率を維持しています｡(令和2年度
の全国値は未公表)

指
標

高等技術専門校に就業支援員等を配置し､一人ひと
りに合った就職支援を実施することにより､全国よりも
高い就職率を維持することができました｡令和元年度
より下がっているのは､ｺﾛﾅ禍の中での就職活動に
影響があったためと考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

職業訓練修了者の就職率(%)

↘
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 7.4

進捗率
（傾向）

高度な専門技術を持つ人材確保を進めるため､県
内就労あっせん･起業支援ｾﾝﾀｰにおける奈良工
業高等専門学校･奈良女子大学･奈良県立大学と
連携した卒業生へあっせんｾﾝﾀｰ利用の案内や､
県内外のﾊﾛｰﾜｰｸ利用者へあっせんｾﾝﾀｰ利用の
案内等を引き続き行いました｡

(2017)

11

(2019)

66

(2017)

99.0

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

97.9

(2020)

98.6

84

- ↗
4
人

↗

主な取組

若年無業者の職場実
習参加後の就職者数
(人)

離職者の特性に応
じた個別の支援

(2020)

高校生と県内企業
との接点強化

高校生等就職支援会
議参加企業数(社)

-

R1年度

R2年度H30年度

H30年度

H30年度

R1年度
↘

▲ 1.5

79

97.5

R1年度

52

-

(2019)

R2年度

H28年度

H29年度
高校生と県内企業
との接点強化

高校生の県内企業就
職内定率(%)

(2018)

(2018)

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響による内定取り消し､雇
い止め､解雇により､求職活動を行われる方のための
｢特別就労相談窓口｣を令和2年4月に奈良しごとiｾﾝ
ﾀｰ･高田しごとiｾﾝﾀｰ内に設置し､就労支援を行いま
した｡

ﾎﾟｲﾝﾄ

-
-
-

↗
5
社

↗
0.4

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 5
↘
人

↗
14
社

↗
0.4

13
社

H29年度

ﾎﾟｲﾝﾄ

82.9
85.1 84.7

80.5

94.1

90.1

96.3
93.5

86.7

100.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

職業訓練修了者の就職率

全国:定例業務統計報告(厚生労働省)

奈良県:雇用政策課調べ

(年度)

(%)

(注)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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全国1位と
なりました

全国1位
を維持

(1位)↗(2位)
2.83↗2.67

(2018)
H30年

目標値

(2020)
R2年

実績値

(11)
福祉医療部
障害福祉課長
東川 富成

坊 2.働き方改革の推進と就業支援 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (11) 障害者雇用対策の推進

目指す姿 令和2年以降も障害者雇用率を全国第1位にします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
0.12

↗2.67 2.79 ↗
0.04

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

2.83

基準値

53

直近の指標の動き

進
捗
状
況

49

R2年R1年H30年

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年(6月1日時点)の障害者雇用率は､令和元
年から0.04ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､引き続き全国1位となりま
した｡法定雇用率を達成した企業の割合は､62.5%
で､前年より2.7ﾎﾟｲﾝﾄ増加しました(全国9位)｡

指
標

本県では､障害者雇用率の全国1位を維持できる要
因として､中小規模の企業における障害者雇用率が
高い特徴があります｡これは､奈良県と奈良労働局が
共同で｢障害者はたらく応援団なら｣を運営し､経済団
体･労働団体･教育機関等との連携の強化に取り組
んだことが結果として現れたものと考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

障害者雇用率(%)

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
0.16

進捗率
（傾向）

障害者雇用に協力的な企業で構成する｢障害者
はたらく応援団なら｣は､登録数を徐々に増やして
おり､企業の障害者雇用に対する意識は高まって
います｡意見交換会やｾﾐﾅｰなどの機会を設け､業
界を超えた横のつながりを持つことで､情報共有で
きることのﾒﾘｯﾄを感じていただくことができました｡

52

(2019)

指標の動き関係する指標

48 ↗
3
社

主な取組

｢障害者はたらく応援
団なら｣登録件数[累
計](社)

｢障害者はたらく応
援団なら｣の運営に
よる雇用の促進

(2020)
H29年度 H30年度 R1年度
(2017)

R2年度
(2018)

実習受入を依頼した企業に対し､就職後も就労連携
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰが企業訪問等を行い､定着に向けた支援
を実施しました｡本人または企業から相談を受けた場
合は､障害者就業･生活支援ｾﾝﾀｰや特別支援学校と
連携し､早期に支援につなげることで雇用の定着を
促進しました｡

↗
1
社

1
↗
社

2.05 2.11 2.15

2.67

(2位）

2.79

（1位）

2.83

（1位）

目標

全国1位

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

H30 R1 R2 （目標）

障害者雇用率

障害者の雇用状況

(奈良労働局)

(年)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組

ー 21 ー



(2015)
H27年度

(2024)
R6年度

全国
30位

目標値

(2020)
R2年度

実績値

(36位)↗(37位)
1,248↗665

9

(2017)

(12)
産業･観光･雇用振興部
外国人･人材活用推進室長
畑澤 靖子

坊 2.働き方改革の推進と就業支援 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (12) 外国人労働者県内定着対策

目指す姿
令和6年度までに外国人を雇用する事業所数の全国順
位30位を目指します｡

(ｶ所)
205

↗897 1,102 ↗
146

(ｶ所)

1,248

基準値

年目

順位を1
上げました

3

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

-

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の実績値は1,248ｶ所で146ｶ所増加しま
したが､全国順位は36位で､令和元年度から順位
は変わりませんでした｡

指
標

全国的な人手不足から外国人を雇用する事業所数
が全国的に増加する中､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影
響で前年度からの伸び率は鈍化しましたが､本県の
外国人雇用事業所数も増加傾向にあります｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

外国人を雇用する事業所数[累計](ｶ所)

(ｶ所)
583

進捗率
（傾向）

高度外国人材の県内就職を促進するため､令和2
年10月に県内企業を対象とした､外国人雇用への
理解を深めるための外国人雇用ｾﾐﾅｰを､令和3年
2月に県内外の大学の留学生等を対象とした､県
内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞに繋げるための業界研究会を
開催しました｡

1

(2019)

4,116

(2018)

指標の動き関係する指標

6,011

- -
-
-

↗

主な取組

外国人留学生就学支
援資金貸与制度を活
用する法人[累計](社)

外国人介護人材の
確保

(2020)

高度外国人材の県
内就職促進

県内で働く外国人労
働者数(人)

-

R2年度

-

R1年度

5,563

R1年度

3,533

-

(2020)

R2年度

H29年度

-

(2019)

外国人介護人材の確保に向けた事業所等の取組に
対し､奈良県地域医療介護総合確保基金を活用した
事業者向けｾﾐﾅｰを令和2年1月､2月に開催し､また､
外国人留学生への修学支援資金の貸与を行うととも
に､貸与については､案内先を増やす等により､制度
の周知徹底を図ることで､3社への貸付を行いました｡

-
-
-

↗
448
人

2
↗
社

↗
583
人

1,447
人

H30年度

665 737 827 897
1,102

1,248

37 37 37 37
36 36

30

25

30

35

40

45300

600

900

1,200

1,500

1,800

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

外国人を雇用する事業所数[累計]

奈良県の事業所数

全国順位 外国人雇用状況(厚生労働省)

(年度)

(順位)(ｶ所)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組

ー 22 ー



３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

･新たな仕事の創出(起業支援)(2,i) 
【重要課題】県庁版ﾊﾛｰﾜｰｸ等にお
ける若年無業者､就職氷河期世代
への就労支援(1,5,6,j,k)

･公共職業訓練受講者の起業も含め
た就職率の向上(11,j) 
【重要課題】高等技術専門校の訓練
科について､企業ﾆｰｽﾞを的確にとら
えた見直しの継続(11,j,l)

【重要課題】新たな職場開拓による
更なる障害者雇用の促進(3,d) 
･出所者等の更生に向けた就労促進
(4,e) 
【重要課題】再就職を考える離職者
等の県内企業への再就職支援
(5,6,c,g)

･新卒学生等若年者の県内就業支
援(9,10,11,12,a,g) 
【重要課題】県内企業における高度
外国人材の受入促進(10,c,f) 
【重要課題】ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの実現と
就業環境の改善(7,8,b,h) 
･企業立地の促進による雇用の場の
創出(7,a)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

 ２．働き方改革の推進と
     就業支援

(9) 奈良県版働き方改革､職
場環境改善､職業能力開発
(10) 県内就業支援･離職者
再就職支援
(11) 障害者雇用対策の推進
(12) 外国人労働者県内定着
対策

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.県内企業では内需主導型企業が
多いため､景気変動の影響に雇用が
左右されにくい
2.大学進学率が高く､専門的な知識
を持った人材が多い
3.障害者雇用率が全国1位
4.全国で初めて県が全額出資して設
立した｢一般財団法人かがやきﾎｰ
ﾑ｣で出所者を直接雇用し､更生支援
の取組を推進
5.県庁版ﾊﾛｰﾜｰｸにおいて､求人企
業と求職者のきめ細かなﾏｯﾁﾝｸﾞを
実施
6.就業地別有効求人倍率が近畿で1
位

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

i.景気回復が中小企業にまで及ん
でいない
j.若年者の職業人としての意識が
低い
k.中途退学･卒業による情報提供
機会の減少

l.企業の求人の減少

7.大阪の通勤圏内にあり､給与水準
も大阪に比べ低い
8.女性の就業率が全国最下位であ
り､また男性も全国ﾜｰｽﾄ3位と低位
にある
9.魅力的な県内企業があるものの､
県外就業率が全国2位の高さにある
10.工業系大学がないことから､技術
的な人材を確保することが困難
11.小規模零細企業が多いため､景
気動向が雇用に直接結びつきにくい
12.高校生の就職内定率が､全国平
均より低い

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する追い風）

g.県内就業を希望する機運の高
まり
h.柔軟な働き方の広まり

a.交通ｱｸｾｽの向上による企業誘
致の促進･雇用の場の創出が期
待される
b.仕事と家庭の両立ができる職場
づくりへの社会的機運の高まりや
国における働き方改革の推進､女
性の活躍を促進する社会的機運
の高まり
c.採用を行う企業にとって即戦力
となる人材確保のﾆｰｽﾞが高い
d.障害者の法定雇用率の引き上
げ(令和3年3月から)
e.刑務所出所者等の雇用に関す
る社会的理解が少しずつ広まりつ
つある
f.国における新たな在留資格の創
設による外国人材の受入拡大
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

再就職を考える離職者
等の県内企業への再就
職支援(ﾃｰﾏ(10))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

県内企業における高度
外国人材の受入促進
(ﾃｰﾏ(12))

県庁版ﾊﾛｰﾜｰｸ等にお
ける若年無業者､就職氷
河期世代への就労支援
(ﾃｰﾏ(10))

就職決定までに時間を要する若年
求職者に対して､県庁版ﾊﾛｰﾜｰｸ
の就業相談員やﾏｯﾁﾝｸﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
による情報提供や､職業人としての
意識の醸成などのきめ細やかな支
援を行ってきました｡

引き続き若年求職者に対してきめ細かな支
援を実施するほか､就職氷河期世代の就職
支援にも取り組んでいきます｡

令和2年度は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染
症拡大の影響により､企業の求人
は減少しましたが､全国よりも高い
就職率を維持しています｡

引き続き県内企業の人材ﾆｰｽﾞや求職者の
ｷｬﾘｱ形成ﾆｰｽﾞを踏まえ､高等技術専門校に
おける訓練内容･就職支援を見直していきま
す｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

新たな職場開拓による
更なる障害者雇用の促
進(ﾃｰﾏ(11))

高度な専門技術を持つ人材につい
て､奈良工業高等専門学校､奈良
女子大学､奈良県立大学の卒業生
を対象とした再就職支援や人材
ﾆｭｰｽの掘り起こし､県内企業との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ等により再就職できる状況
をつくってきました｡

｢障害者はたらく応援団なら｣の枠
組みのもと､官民が一体となり課題
を共有し､連携強化に取り組んだ
結果､障害者雇用率は全国1位と
なりました｡

引き続き再就職支援等に取り組んでいくほ
か､県産業会館(大和高田市)に奈良県ﾌﾟﾛﾌｪｯ
ｼｮﾅﾙ人材戦略拠点分室を設置し､中南和地
域の企業支援を強化するなど､離職者と県内
企業との更なるﾏｯﾁﾝｸﾞに取り組んでいきま
す｡

障害者の法定雇用率が未達成の企業に対し
て､職場実習の受入を積極的に働きかけると
ともに､働き方の多様化を踏まえたﾃﾚﾜｰｸの
ﾓﾃﾞﾙ事業の取組など､企業や障害者のﾆｰｽﾞ
に応じたきめ細かな支援により､更なる雇用
促進を図ります｡

県内企業を対象とした外国人雇用
ｾﾐﾅｰや県内外の大学の留学生等
を対象とした業界研究会の開催に
より､高度外国人材の県内就労の
促進を図ってきました｡

引き続き外国人雇用ｾﾐﾅｰや留学生等を対
象とした合同企業説明会を開催するほか､外
国人材雇用相談窓口を設置し､外国人材の
県内就労を促進していきます｡

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの実現と
就業環境の改善(ﾃｰﾏ
(9))

各事業所の取組に対し､社会保険
労務士等の専門家派遣によるｺﾝｻ
ﾙﾃｨﾝｸﾞや､社内人材育成のための
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催等の支援により経
営者や社員の意識改革を図ってき
ました｡

働き方改革が生産性向上や人材確保に資す
るよう､これまでの取組に加え､ﾃﾚﾜｰｸ等新し
い働き方に対する経営者の意識改革に資す
る取組を行います｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

高等技術専門校の訓練
科について､企業ﾆｰｽﾞを
的確にとらえた見直しの
継続(ﾃｰﾏ(10))
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